堺伝統産業会館商品取扱同意書
公益財団法人堺市産業振興センター
理事長　利國　信行　様

　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、公益財団法人堺市産業振興センター（以下「甲」という。）の堺伝統産業会館（以下「会館」という。）における商品取扱業務（以下「本業務」という。）について、本同意書に記載の事項を承諾及び遵守します。
（取扱商品）

第１条　甲が、本業務において取り扱う乙の商品は、別紙取扱商品一覧表のとおりとする。

２　乙は、商品の数量及び陳列場所等の決定について、甲に一任する。

３　乙は、新たな商品の取り扱いを希望する場合、甲に対して堺伝統産業会館商品取扱申込書（様式２又は３）で申し出るものとする。また、商品取り扱いの取り下げを希望する場合も、同様とする。
（販売価格）

第２条　会館での商品販売価格は、別紙取扱商品一覧表のとおりとする。
２　甲は、販売政策上の理由により、乙に販売価格の変更を求めることができるものとする。

３　乙は、販売価格の変更を希望する場合、甲に対して、堺伝統産業会館商品取扱申込書（様式２又は３）で申し出るものとし、変更後の販売価格は、甲乙協議の上、決定する。
（事業利用料）

第３条　乙は、甲に対し、事業利用料を次のとおり支払うものとする。

事業利用料月額　　０　円（消費税を含む）
２　乙は、当該年度分の事業利用料を、甲の指定する金融機関の口座に、指定の期日までに一括納入するものとする。

３　年度途中で本業務を終了する場合、甲は乙に対して、残りの月数に月額を乗じた金額を返金するものとする。
（手数料及び販売代金の取り扱い）

第４条　乙は、甲に対し、販売手数料を別紙商品取扱申込書の料率に基づいて支払うものとする。

２　甲は、売上金額（消費税を含む）から前項の販売手数料と諸経費を差し引いた金額を、乙の指定する金融機関の口座に振り込むこととし、その際の振込手数料は甲の負担とする。また、代金の支払いは、原則、当月末締め切りの翌月１５日払いとする（金融機関の休業日に当たる場合は、前営業日とする。）
（クレジット手数料）

第５条　商品販売にかかるクレジット手数料は甲が負担する。

（販売促進活動）

第６条　乙は、甲の同意に基づいて、商品のセール、キャンペーン、宣伝などの販売促進活動（以下「販促活動」という。）を行うことができるものとする。乙が、甲に支払う販売促進負担金及び販促活動の実施時期や実施内容については、甲乙協議の上、決定する。

２　乙は、販売促進や消費者の反応を探るため、甲から次のことを求められた場合、可能な限り協力するものとする。

（１）ＰＯＰ、カタログ、パンフレット、景品等の販促ツールの提供

（２）試食、試飲、試供用商品の提供

（３）自社販売員の派遣
（納品）

第７条　乙は、甲の発注に基づき(商品、数量)、甲の指定する方法(指定伝票、期日・時間・検品、場所)、及び、状態(梱包、ラベル)で、甲に商品を届ける(以下｢納品｣という)ものとする。
２　納品にかかる費用は、乙の負担とする。
３　商品貼付ラベルは１枚１円とする。
（返品）

第８条　甲は、乙に対して、出品期間の終了又は製品不良、売行き不振、品質劣化等を理由に、商品の返品を行うことができる。ただし、その他期間限定イベントの状況に応じ上記期間外に商品取り扱いを依頼する可能性がある。
２　乙は、納入商品の消費（賞味）期限等を自らで把握し、その期限までに当該商品の引き取りと新たな商品の納品を行うものとする。
３　乙が前各号の商品に関して、値下げ販売や試食品への転換を希望する場合は、甲乙協議の上、決定するものとする。
４　返品にかかる費用は、原則甲の負担とする。

（商品管理、不可抗力）

第９条　甲は、乙から納品された商品を、善良なる管理者の注意をもって管理する。
２　納品後の商品の紛失、販売後の売上代金の盗難等、明らかに甲の責めに帰すべき損害は、甲の負担とする。

３　天変地変、法令の改廃や制定、公権力による命令処分、その他不可抗力により、生じた本業務の遂行遅延、遂行不能については、甲はその責めを負わないとものとする。

（瑕疵）

第１０条　乙から甲への商品引き渡し前に生じた滅失、毀損、変質、その他による損害は、全て乙の負担とする。

２　乙は、甲を通じて販売した商品の製造上あるいは仕様上の瑕疵、数量不足、梱包不良等その他一切の瑕疵につき、その担保の責めに任じ、直ちに代金の返済又は代替品納入若しくは修理に対応するものとする。
３　乙は、商品の購入者及び甲の被った損害につき、賠償の責任を負うものとする。

（守秘義務）

第１１条　甲及び乙は、本業務遂行上知り得た相手方の営業上の機密、商品販売及び製造技術上の機密・情報を、第三者に漏洩してはならない。

（業務の中止）

第１２条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当したときは、何等の催告を要せず、甲の被った損害の賠償を乙に請求し、直ちに本業務を中止することができる。
（１）本同意書及び「堺伝統産業会館販売商品選定及び取扱要領」に違反したとき

（２）債務不履行により、差押、仮差押、仮処分などの強制執行を受けたとき

（３）破産、会社更生法の申立及び民事再生手続きの申立をし、又はこれらの申立がなされたとき

（４）監督庁から営業取消し、営業停止等の処分を受けたとき

（５）事業利用料等の納入を怠ったとき

（６）甲の指示に従わないとき、又はその職務の執行を妨げたとき
（取扱期間及び解約）

第１３条　本業務の有効期間は令和２年１２月１日から令和２年１２月３１日までとする。
２　乙が本業務を解除しようとする場合、月末を解約日とし、１カ月前迄に書面で申し出るものとする。

（その他）

第１４条　乙は、会館で商品を取り扱い始める日までに製造物責任保険（ＰＬ）に加入するものとする。

２　乙は、甲から商品の製造過程等において品質及び衛生管理等が適正に行われていることを確認する為の書類の提出を求められた場合、これに応じなければならない。

（協議事項）

第１５条　本同意書に定めていない事項又は解釈上疑義を生じた事項については、法令に従うほか、甲乙協議の上、決定するものとする。

（管轄の合意）

第１６条　本業務に関する訴訟の提起等は、甲の所在地を管轄する裁判所を第一審の裁判所とする。
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